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１．概要 
 

１－１．システムの特長 

 

本システムは、港湾構造物の中の１つである「矢板式係船岸」「棚式係船岸」「鋼管式防

波堤」の設計業務を支援するために開発されたシステムです。データは、入力画面を用い

ることにより比較的簡単に入力することができます。 

 

本システムには以下のような特長があります。 

 

・ 最大30列×30列の杭の設置が可能です。 

・ 許容応力度法、限界状態設計法を選択できます。 

・ 法線直角方向、法線平行方向での水平力、鉛直力が作用した際の梁の検討を行いま

す。 

・ 法線直角方向、法線平行方向での荷重の組合せを選択する事が出来ます。 

・ 断面力の計算は骨組構造解析を用いています。 

・ 弊社港湾設計業務シリーズ『棚式係船岸システム5』『鋼管式防波堤4』『胸壁防潮堤

3』から構造物の上部工及び荷重データをインポートすることができます。 

・ 支点部、支間部に作用する断面力を直接入力できます。 

・ 報告書の印刷イメージを画面表示し確認することができます。 

・ 報告書の一括印刷、章別の印刷、指定ページの印刷ができます。文字サイズの変更も

可能です。 

 

 

 

１－２．システムの制限事項 

 

[データ容量] 

・ 杭本数      法線直角方向30本 法線平行方向30本 
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２．機能説明 
 

２－１．上部工の断面力について 

 

本システムでは上部工の断面力については骨組構造解析を用いて算定しております。 
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部材力

変位

剛性マトリックス

部材 端 端に作用する軸力

部材 端 端に作用するせん断力

部材 端 端に作用する 軸回りの モーメント

部材 端 端の 方向の変位

部材 端 端の 方向の変位

部材 端 端の 軸の 回転角

部材のヤング係数

部材の断面積

部材の断面二次モーメント

部材長

 

 

※土木学会，構造力学公式集（P73～P93） 
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２－２．荷重の作用 

 

荷重の作用は大きく永続作用と変動作用に分かれます。 

 

例えば、ある検討箇所で＋側に断面力Ａ、－側に断面力Ｂが算定された場合は次のように

なります。 

 

設計用値 ＋側 －側 

永続作用 設計用値にＡを足す 設計用値にＢを足す 

変動作用 設計用値にＡを足す 設計用値にＢを足す 

 

 

 

ある検討箇所で＋側に断面力Ａ、－側には断面力が算定されなかった場合は次のように

なります。 

設計用値 ＋側 －側 

永続作用 設計用値にＡを足す 設計用値にＡを足す 

変動作用 設計用値にＡを足す 設計用値に０を足す 

 

 

 

ある検討箇所で－側に断面力Ａ、＋側には断面力が算定されなかった場合は次のように

なります。 

設計用値 ＋側 －側 

永続作用 設計用値にＡを足す 設計用値にＡを足す 

変動作用 設計用値に０を足す 設計用値にＡを足す 

 

 

 

本システムで永続作用に該当するのは 

「自重」「揚圧力」「浮力」「タイ材反力」「土圧」 

 

変動作用に該当するのは 

「波力」「動水圧」「地震力」「接岸力」「牽引力」「上載荷重」「その他外力」「作用

力」になります。 

 

 

 

 

 

 



 

 

- 4 - 

２－３．許容応力度法 

 

１）曲げに対する検討 
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２）せん断に対する検討 
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鉄筋の曲げ応力度

コンクリートの曲げ応力度

鉄筋の許容曲げ応力度

コンクリートの許容曲げ応力度

部材に作用する曲げモーメント

中立軸比

鉄筋とコンクリートのヤング係数比

鉄筋比

部材幅

部材の有効高さ

部材の使用鉄筋量
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せん断応力度

許容せん断応力度

部材に作用するせん断力

せん断補強筋の使用鉄筋量

せん断補強筋の必要鉄筋量

 

※オーム社，鉄筋コンクリートの設計（改訂２版）（P34～） 

※全国漁港協会，漁港の防波堤・けい船岸等の設計指針と計算例（平成4年度 P650） 
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２－４．限界状態設計法 

 

限界状態設計法では 

終局限界状態、使用限界状態、疲労限界状態に対する検討を行います。 

 

 

性能照査について 

性能照査とは性能規定が満足されることを照査する行為のことであり、その手法につ

いては特定の手法が義務づけられているものではありません。すなわち、具体的な性能

照査手法や許容される破壊確率、変形量等の限界値は設計者の判断に委ねられています。 

よって、「港湾の施設の技術上の基準・同解説」の位置づけは、性能規定化された基準が

設計者に正しく理解されるための参考資料であり、性能照査手法や許容される破壊確率、

変形量等の限界値の標準的な考え方や限界値の例を示しているとされています。 

 

したがって、「港湾の施設の技術上の基準・同解説」に標準的な性能照査手法が掲載され

ているか否かに関わらず、どのような性能照査法を用いるかは、施設のおかれる状況や対

象とする施設の構造特性に応じて設計者が適切に判断することになります。 

以上のことから、設計に関しての各種不明な点については個別に所轄機関にお問い合

わせいただく必要があります。 
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終局限界状態 

 

曲げに対する検討 
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断面力の設計用値

断面耐力の設計用値

使用鉄筋量

必要鉄筋量

版の有効高さ

部材係数

鉄筋の材料係数

コンクリートの材料係数

構造物係数

部材幅

鉄筋比

コンクリートの設計圧縮強度

引張鉄筋の設計引張降伏強度

 

 

※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成19年3月 第１編 6-4） 
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せん断に対する検討 
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コンクリートの設計圧縮強度
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せん断補強筋により受持たれるせん断耐力の設計用値

区間に おけるせん断補強筋の総断面積

全圧縮応力の作用点から引張鉄筋断面図心までの距離

　 としてよい

せん断補強筋の降伏応力度の設計用値

せん断補強筋と部材角の成す角度

せん断補強筋の配置間隔

部材係数

 

 

ii）腹部コンクリートの斜め圧縮破壊力の検討 
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 : ( )wcd kNf 設計斜め圧縮破壊力  

※土木学会，コンクリート標準示方書 設計編（2017年制定 P188） 

※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成19年3月 第１編 6-4～6-5） 
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使用限界状態 

 

曲げひび割れに対する検討 
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使用時設計曲げモーメント

中立軸比

使用鉄筋量

ヤング係数比
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ひび割れ幅

コンクリートの収縮及びクリープ等のひび割れ幅の増加を考慮する数値

コンクリートの設計圧縮強度
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異形鉄筋

エポキシ樹脂塗膜

※エポキシ樹脂塗膜を使用した場合、許容ひび割れ幅も 倍されます

 

許容ひび割れ幅（上限値：0.5mm） 

鉄筋位置 
許容ひび割れ幅 

最小かぶり 
H11港湾基準 H30港湾基準 

下 側 0.0035C 0.0050C 70 

上 側 0.0040C 0.0050C 50 

※日本港湾協会，港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年7月 P485） 

※土木学会，コンクリート標準示方書 設計編（2017年制定 P231） 

※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成19年3月 第１編 6-5） 

※土木学会，コンクリート標準示方書に基づく設計計算例[桟橋上部工編] 

2001年制定 コンクリート標準示方書[維持管理編]に基づくコンクリート構造物の維

持管理事例集(案) 
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せん断に対する検討 

 

 せん断補強筋を用いない部材として検討する 
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せん断補強筋を用いない部材のせん断耐力

設計せん断力

の場合　

の場合　

有効高さ

部材幅

鉄筋比

部材係数

　　

　　  

設計せん断力がコンクリートのせん断耐力の７０％より大きい場合、せん断補強筋

の応力度が鉄筋応力度の増加量の制限値より小さいことを確認する 

※本システムでは梁の検討でのみ用います。 
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せん断補強筋の応力度

鉄筋応力度増加量の制限値

設計せん断力

コンクリートが分担するせん断力

永久荷重作用時におけるせん断力

変動荷重の頻度を考慮するための係数

組のせん断補強筋の断面積

全圧縮応力の作用点から引張鉄筋断面の図心までの距離 としてよい

部材の有効高さ

せん断補強筋と部材角のなす角度

 

 鉄筋応力度の限界値 )( 2
N/mmsp  

常時乾燥環境 乾湿繰返し環境 常時湿潤環境 

140 120 140 

 

※土木学会，コンクリート標準示方書 設計編（2017年制定 P237） 
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疲労限界状態 

 

曲げモーメントによる疲労検討 

 

① 各変動荷重の中で最大値をとる変動応力度を計算する。 

 

コンクリート、引張鉄筋、圧縮鉄筋の変動応力度を算定する 
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引張側鉄筋の鉄筋比

圧縮側鉄筋の鉄筋比

中立軸比

コンクリートの圧縮応力度

コンクリートの等価換算応力度

鉄筋の引張応力度

鉄筋の圧縮応力度

 

 

② 変動応力度を計算する 

各材料の変動応力度は次の通り 

コンクリート（圧縮領域のみ） 

圧縮領域のみではσmax-σmin 

引張領域のみでは0.0 

 
コンクリート（圧縮／引張） 

引張応力は無視するのでσmax 

 
鉄筋 

引張のみ・圧縮／引張・圧縮のみ 

全てにおいてσmax-σmin 

 
③ 設計変動応力度の設定 

波高ランク毎に計算された変動応力度の中で最大値となる値を設計変動応力度

として設定する。 
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④ コンクリート／鉄筋の変動応力度より疲労寿命を計算する。 
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永久荷重時の応力度

　 普通コンクリートで水に飽和される場合

　上式より疲労強度を変動応力度に等置し疲労寿命を計算する

　鉄筋設計疲労強度　
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鉄筋公称直径

永久荷重時の応力度

鉄筋の設計引張強度

材料係数 疲労限界状態 1.05

　上式より疲労寿命を求めるには次式を使用する
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⑤ 疲労限界状態の検討について 

④で求めたコンクリート／鉄筋の疲労寿命が2×106回を超えている場合は疲労破壊

しないとして検討を省略できる。 

 

⑥ 疲労寿命が2×106回を超えない場合 

2×106回を超えない回数を対象とし、設計変動応力度に対する等価繰り返し回数を次

式により計算する。 
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コンクリートの設計圧縮強度

永久荷重時の応力度

移動荷重の発生回数
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移動荷重の変動応力度
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各波高の設計変動応力度σ rdに対する等価繰り返し回数の総和Ｎをコンクリート／

鉄筋の疲労強度算定式に入力し、疲労強度frdを計算する。疲労強度frdと設計変動応力

度σrdの関係が以下の式になれば疲労に対して安全となる。 

0.1≦
brd

rdi

f 

 
 

 

※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成19年3月 第１編 6-6～6-7） 
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せん断力による疲労検討 

 

ｉ）せん断補強筋がない場合 
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疲労寿命 Ｎi 

( )

( )
( )

cd

rdcd

cdrd

pd

cdpdcd

rd

a

i

V

VV
VVa

V

VVV

V
a

N

−
=−=















−
−=

=

11
111

1
111

10

 

曲げモーメント時と同様、疲労強度Ｎiが2.0×106回を上回る回数は無視する。

2.0×106回を超えない場合は設計変動せん断応力度に対する等価繰り返し回数

を計算し、設計せん断疲労耐力ＶrcdとＶrdの比で安全性を計算する。 
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※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成11年4月 下巻 1-58） 
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ii）せん断補強筋がある場合 
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変動荷重によるせん断補強筋の応力度
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せん断補強筋の設計疲労強度
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変動荷重の頻度の影響を考慮するための係数
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変動せん断補強筋の配置間隔

圧縮応力の合力作用位置から引張鋼材図心までの距離

部材の有効高さ

変動せん断補強筋が部材軸となす角度

疲労寿命

鉄筋直径

鉄筋の設計引張応力度

鉄筋比

部材係数

:構造物係数

 

※沿岸技術研究センター，港湾構造物設計事例集（平成11年4月 下巻 9-17～9-18） 
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